
四運自公第８号 

一部改正 令和 ７年 ８月１８日 四運自公第９号 

公   示 

 

一般乗用旅客自動車運送事業者及び自家用有償旅客運送者による 

共同運営の仕組みについて 

 

一般乗用旅客自動車運送事業者及び自家用有償旅客運送者の共同運営の仕組

みについて、下記のとおり定めたので公示する。 

 

令和６年５月８日 

 

四国運輸局長 河野 順    

 

記 

 

１． 交通空白地有償運送を行う自家用有償旅客運送者が、共同運営（一般乗用

旅客自動車運送事業者と自家用有償旅客運送者が共同して運送の手配に係る

サービスを提供することをいい、道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第

７９条の２第１項第５号の事業者協力型自家用有償旅客運送に限らない。以

下同じ。）を実施する場合において、一般乗用旅客自動車運送事業者による配

車が困難な場合に自家用有償旅客運送者が運行する車両の配車を行う方法に

よるときは、自家用有償旅客運送に係る対価について、これに地域の公共交通

の確保維持に活用するための協力金（以下「協力金」という。）を加え、当該

地域の一般乗用旅客自動車運送事業の運賃と同額とすることができる。 

 

２. 協力金は、共同運営に係る一般乗用旅客自動車運送事業及び自家用有償旅

客運送のサービス向上に充てるものとする。この場合、当該協力金について

も、自家用有償旅客運送者が法令上収受できる実費とみなす。 

 

３． 協力金の使途及び管理者については、当該共同運営の実施について協議を

行う地域公共交通会議において、協議を調えることとする。なお、具体的な



使途としては以下のようなものが考えられる。 

 

(１) 利用者の負担軽減 

（一般乗用旅客自動車運送事業・自家用有償旅客運送に使用できる共通ク

ーポンに係る費用等） 

(２) 共同運営の実施に必要となる施設及び車両の高度化 

（遠隔点呼システムの導入、キャッシュレス決済機器の導入、車両の購入

に係る費用等） 

(３) ドライバーの育成、募集 

（ドライバーの教育訓練や人材確保に向けた広報活動に係る費用等） 

(４) 共同運営に係る一般乗用旅客自動車運送事業及び自家用有償旅客運送

の利用促進を図るために必要となる情報の収集・分析 

（利用者拡大のためのマーケティング費用等） 

 

附 則（令和６年５月８日付け四運自公第８号） 

１．本取扱いは、令和６年５月８日から適用するものとする。 

 

附 則（令和７年８月１８日付け四運自公第９号） 

１．本取扱いは、令和７年８月１８日から適用するものとする。 

 


